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ま え が き 

 

 本資料シリーズは、IoT・ビッグデータ・人工知能等の発展が雇用に与える影響を検討し、

発生しうる課題に対応するための基礎情報として、労働政策研究・研修機構が収集した諸外

国の政策動向をまとめたものである。 

 近年、大規模データを収集・解析し応用する技術やディープラーニングの技術の発展によっ

て、IoT・ビッグデータ・人工知能等の技術革新が急速に進んでいる。しかし一方で、新た

な技術と代替的な労働者の雇用量の減少や所得格差の拡大が危惧されている。技術革新に

よって安定的な経済成長を実現するためには、技術革新に寄与する労働力を確保するだけで

なく、技術革新によってもたらされる雇用を取り巻く環境の変化に滞りなく対応することが

重要である。 

 技術革新のように不確実な要因が多く将来を想定し難い状況のもとで雇用政策を検討する

ためには、本研究のように、雇用を取り巻く環境の変化や結果として生じる課題への対応に

ついて、諸外国の実態を継続的に把握することが有益である。 

雇用政策の企画・立案に、また、技術革新と雇用に関する分析の基礎資料として、本資料

シリーズを広く活用していただければ幸いである。 
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